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税務訴訟資料 第２５８号－７７（順号１０９３５） 

最高裁判所（第一小法廷） 平成●●年（○○）第●●号 

過少申告加算税賦課処分取消等請求上告事件 

国側当事者・渋谷税務署長 

平成２０年３月２７日一部破棄自判・一部棄却・確定 

 

判 示 事 項  

(1) 過少申告加算税の制度趣旨 

(2) 国税通則法６５条４項（過少申告加算税）にいう「正当な理由があると認められる」場合の要件 

(3) 納税者には、税理士の説明をたやすく信じて、その根拠等を確認することなく、税理士に確定申

告書の控えの交付を求めることもしなかったといった落ち度が見受けられ、税理士が不正行為に及ぶ

ことを予測し得なかったからといって、それだけで、「正当な理由」があるということはできないも

のの、当該確定申告において土地の譲渡所得を申告しなかったことに関しては、税理士が本件におけ

る不正行為のような態様で脱税をするなどとは通常想定し難く、納税者としては適法な確定申告手続

を行ってもらうことを前提として必要な納税資金を提供していたといった事情があるだけではなく、

それらに加えて、税務署の職員が、収賄の上、当該不正行為に積極的に共謀加担した事実が認められ、

租税債権者である国の、しかも課税庁の職員のこのような積極的な関与がなければ当該不正行為は不

可能であったともいえるのであって、過少申告加算税の賦課を不当とすべき極めて特殊な事情が認め

られるから、このような事実関係及び事情の下においては、真に納税者の責めに帰することのできな

い客観的な事情があり、過少申告加算税の趣旨に照らしてもなお納税者に過少申告加算税を賦課する

ことが不当又は酷になる場合に当たるということができ、土地の譲渡所得が確定申告において税額の

計算の基礎とされていなかったことについて、「正当な理由」があると認めることができるとされた

事例 

判 決 要 旨  

(1) 過少申告加算税は、過少申告による納税義務違反の事実があれば、原則としてその違反者に対し

課されるものであり、これによって、当初から適法に申告し納税した納税者との間の客観的不公平の

実質的な是正を図るとともに、過少申告による納税義務違反の発生を防止し、適正な申告納税の実現

を図り、もって納税の実を挙げようとする行政上の措置である。 

(2) 過少申告があっても例外的に過少申告加算税が課されない場合として国税通則法６５条４項（過

少申告加算税）が定めた「正当な理由があると認められる」場合とは、真に納税者の責めに帰するこ

とのできない客観的な事情があり、上記のような過少申告加算税の趣旨に照らしてもなお納税者に過

少申告加算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうものと解するのが相当である（最高裁平

成●●年（○○）第●●号同１８年４月２０日第一小法廷判決・民集６０巻４号１６１１頁、最高裁

平成●●年（○○）第●●号、第●●号同１８年４月２５目第三小法廷判決・民集６０巻４号１７２

８頁参照）。 

(3) 省略 

（第一審・東京地方裁判所 平成●●年（○ ○）第● ●号、平成１３年２月２７日判決、本資料２５

０号・順号８８４７） 

（控訴審・東京高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号、平成１４年１月２３日判決、本資料２５２
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号・順号９０５０） 

（上告審・最高裁判所 平成●●年（○ ○）第● ●号 平成１７年１月１７日判決、本資料２５５号

－１２・順号９８９３） 

（差戻し控訴審・東京高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号、平成１８年１月１８日判決、本資料

２５６号－５・順号１０２６５） 

 

判 決 

 別紙当事者目録記載のとおり 

 

 上記当事者間の東京高等裁判所平成●●年（○○）第●●号過少申告加算税賦課処分取消

等請求事件について、同裁判所が平成１８年１月１８日に言い渡した判決に対し、上告人か

ら上告があった。よって、当裁判所は、次のとおり判決する。 

 

主 文 

１(1) 原判決中、被上告人が平成９年１２月１９日付けで上告人に対してした重加算税賦

課決定のうち過少申告加算税額相当分３７０万２０００円に係る部分及び被上告人が

同日付けで上告人に対してした過少申告加算税賦課決定のうち加算税額１万円を超え

る部分の取消請求に関する部分を破棄し、同破棄部分につき第１審判決を取り消す。 

(2) 上記重加算税賦課決定のうち過少申告加算税額相当分３７０万２０００円に係る部

分を取り消す。 

(3) 上記過少申告加算税賦課決定のうち加算税額１万円を超える部分を取り消す。 

２ 上告人のその余の上告を棄却する。 

３ 訴訟の総費用は、これを１００分し、その９９を被上告人の負担とし、その余を上告人

の負担とする。 

 

理 由 

 上告代理人北武雄、同松野嘉貞、同吉川知宏の上告受理申立て理由第３について 

１ 本件は、上告人から平成２年分の所得税の申告手続を委任された税理士が税務署の職員

と共謀して不動産の譲渡所得を隠ぺいするという不正行為をしていたことが発覚し、上告

人が修正申告をしたところ、被上告人から、平成９年１２月１９日付けで、上記不正行為

により隠ぺいされた不動産の譲渡所得の税額に係る重加算税の賦課決定（以下「本件重加

算税賦課決定」という。）を受けるとともに、事業所得の過少申告分の税額に係る過少申

告加算税の賦課決定（以下「本件過少申告加算税賦課決定」という。）を受けたため、上

告人がこれらの処分の取消しを求めている事案である。 

２ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は、次のとおりである。 

(1) 不動産の譲渡所得の発生 

 上告人は、昭和６２年１０月、川崎市所在の土地（以下「本件土地」という。）を代

金６８３６万５０００円で買い受け、平成２年９月、代金１億３０００万円で売却した。 

(2) 税理士に対する申告手続の委任 

 上告人は、平成３年２月ころ、知人から乙税理士（以下「乙税理士」という。）を紹
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介され、本件土地の譲渡所得の申告について相談した。上告人は、乙税理士に対し、本

件土地の売買契約書等の手持ち資料を示して、本件土地の譲渡に関し金融機関からの借

入れの利息、仲介業者への仲介手数料等の出費をしたと説明したところ、乙税理士から、

本件土地の譲渡所得の税額は概算で２６００万円であるが、自分に申告手続を委任すれ

ば１８００万円程度で済ますことができるなどと説明を受けた。この説明により、上告

人は、金融機関からの借入れの利息を必要経費に算入し、乙税理士の専門的な知識に基

づいて正確な計算をし控除可能な諸経費を控除するなどすれば、本件土地の譲渡所得の

税額は１８００万円程度にまでなると理解した。 

 上告人は、乙税理士に対し、平成２年分の所得税の確定申告及び納税の手続を委任し、

平成３年３月６日、納税資金１８００万円を交付するとともに、税務代理報酬５万円を

支払った。 

(3) 乙税理士による確定申告 

ア 不動産の譲渡所得税については、税務署において作成される事績書等の課税資料や

譲渡所得を生じた納税義務者の氏名等を登載した譲渡者名簿等に基づき徴収が図ら

れているところ、納税義務者が転居した場合には、課税資料が転居先の所轄税務署に

送付されるが、その授受を確認する手続は執られていなかった。そのため、課税資料

の送付を受けた税務署において譲渡者名簿が作成される前に課税資料が廃棄される

と、譲渡所得の発生を事実上把握することができなくなり、納税義務者は、譲渡所得

の申告をしないことにより脱税をすることができた。 

イ 乙税理士は、昭和４４年又は同４５年ころから、委任者の住所地の所轄税務署に虚

偽の転居通知をし、課税資料の送付を受けた虚偽の転居先の所轄税務署の職員にこれ

を廃棄させ、不動産の譲渡所得の申告をしないという方法による脱税をし、委任者か

ら預かった納税資金等を領得しており、税務署の職員である丙（以下「丙税務署員」

という。）は、同４９年ころから、その共犯者となっていた。 

ウ 乙税理士は、丙税務署員と共謀して、上告人の住所地の所轄税務署である渋谷税務

署に虚偽の転居通知をし、丙税務署員の勤務する荻窪税務署に本件土地の譲渡に係る

課税資料を送付させ、丙税務署員にこれを廃棄させた。乙税理士は、平成３年３月１

５日、上告人の平成２年分の所得税について、総合課税の所得金額を９９９万３０４

８円、納付すべき税額を７１００円とする確定申告（以下「本件確定申告」という。）

をしたが、本件土地の譲渡所得の申告はせず、上告人から預かった納税資金１８００

万円を領得し、丙税務署員に対し、上告人ほか６名の課税資料を廃棄したことに対す

る謝礼合計８５０万円を支払った（以下、これらの一連の行為を「本件不正行為」と

いう。）。 

エ 上告人は、納税資金として１８００万円で不足がないか心配であったことから、乙

税理士に確認したが、申告手続は無事完了し追加納付分はないという返事を得て安心

し、確定申告書の控えの交付を求めることはしなかった。 

オ 上告人は、乙税理士が適法に確定申告手続を行うものと信頼して、同税理士に委任

したものであり、上告人と乙税理士との間に本件土地の譲渡所得につき事実を隠ぺい

し、又は仮装することについて意思の連絡があったと認めることはできない。 

(4) 上告人の修正申告 
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 上告人は、乙税理士による脱税の発覚した後である平成９年１２月１２日、渋谷税務

署の係官のしょうようを受けて、平成２年分の所得税について、総合課税の所得金額を

１０３６万５１４８円（事業所得の過少申告分を補ったもの）、分離課税の短期譲渡所

得金額を４８８２万２９３４円、納付すべき税額を２５２９万３６００円とする修正申

告をした。 

(5) 本件重加算税賦課決定及び本件過少申告加算税賦課決定 

 被上告人は、前記修正申告を受けて、平成９年１２月１９日付けで、上告人に対し、

本件不正行為により隠ぺいされた本件土地の譲渡所得について税額を８８０万９５０

０円とする本件重加算税賦課決定をするとともに、事業所得の過少申告分について税額

を１万１０００円とする本件過少申告加算税賦課決定をした。 

(6) 乙税理士及び丙税務署員に対する有罪判決 

 乙税理士は、平成１０年７月２１日、所得税法違反及び贈賄の罪により懲役４年６月、

罰金７０００万円の有罪判決を受けた。また、丙税務署員は、同月３日、前記(3)ウの

課税資料を廃棄しその謝礼の支払を受けた行為について、加重収賄の罪により懲役３年

の有罪判決を受けた。 

３ 原審は、上記事実関係等の下において、次のとおりの理由により、本件土地の譲渡所得

及び事業所得の過少申告分が本件確定申告において税額の計算の基礎とされていなかっ

たことについて、国税通則法６５条４項所定の「正当な理由」があると認めることはでき

ないものと判断して、上告人の請求のうち本件重加算税賦課決定中の過少申告加算税額相

当分及び本件過少申告加算税賦課決定に係る部分を棄却した。 

 上告人の過少申告は、上告人の委任した乙税理士による本件土地の譲渡所得の隠ぺいあ

るいは事業所得の申告漏れという違法行為に基づくものであり、それが被上告人の行政処

理の盲点を利用したものであったとしても、違法行為に基づく過少申告について「正当な

理由」があるということにはならず、他に「正当な理由」があると認めるに足りる事情は

ない。 

４ しかしながら、原審の上記判断のうち、事業所得の過少申告分に関する部分は是認する

ことができるが、本件土地の譲渡所得に関する部分は是認することができない。その理由

は、次のとおりである。 

(1) 過少申告加算税は、過少申告による納税義務違反の事実があれば、原則としてその

違反者に対して課されるものであり、これによって、当初から適法に申告し納税した納

税者との間の客観的不公平の実質的な是正を図るとともに、過少申告による納税義務違

反の発生を防止し、適正な申告納税の実現を図り、もって納税の実を挙げようとする行

政上の措置である。この趣旨に照らせば、過少申告があっても例外的に過少申告加算税

が課されない場合として国税通則法６５条４項が定めた「正当な理由があると認められ

る」場合とは、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事情があり、上記の

ような過少申告加算税の趣旨に照らしてもなお納税者に過少申告加算税を賦課するこ

とが不当又は酷になる場合をいうものと解するのが相当である（最高裁平成●●年（○

○）第●●号同１８年４月２０日第一小法廷判決・民集６０巻４号１６１１頁、最高裁

平成●●年（○○）第●●号、第●●号同１８年４月２５日第三小法廷判決・民集６０

巻４号１７２８頁参照）。 

【判示(1)】 

【判示(2)】 



5 

(2) これを本件についてみると、前記事実関係等によれば、確かに、上告人には、本件

土地の譲渡所得の税額は概算で２６００万円であるが、自分に申告手続を委任すれば１

８００万円程度で済ますことができるという乙税理士の説明をたやすく信じて、その根

拠等を確認することなく、同税理士に確定申告書の控えの交付を求めることもしなかっ

たといった落ち度が見受けられ、同税理士が本件不正行為に及ぶことを予測し得なかっ

たからといって、それだけで、「正当な理由」があるということはできない。 

 しかしながら、本件確定申告において本件土地の譲渡所得を申告しなかったことに関

しては、税理士が本件不正行為のような態様で脱税をするなどとは通常想定し難く、上

告人としては適法な確定申告手続を行ってもらうことを前提として必要な納税資金を

提供していたといった事情があるだけではなく、それらに加えて、税務署の職員が、収

賄の上、本件不正行為に積極的に共謀加担した事実が認められ、租税債権者である国の、

しかも課税庁の職員のこのような積極的な関与がなければ本件不正行為は不可能であ

ったともいえるのであって、過少申告加算税の賦課を不当とすべき極めて特殊な事情が

認められる。このような事実関係及び事情の下においては、真に納税者の責めに帰する

ことのできない客観的な事情があり、過少申告加算税の趣旨に照らしてもなお納税者に

過少申告加算税を賦課することが不当又は酷になる場合に当たるということができ、本

件土地の譲渡所得が本件確定申告において税額の計算の基礎とされていなかったこと

について、「正当な理由」があると認めることができるものというべきである。 

 これに対して、事業所得の過少申告分に関しては、本件不正行為に関係がなく、税務

署の職員が当該過少申告にかかわった事実もうかがわれない。このような事情の下にお

いては、事業所得の過少申告分が本件確定申告において税額の計算の基礎とされていな

かったことについて、「正当な理由」があると認めることはできないものというべきで

ある。 

５ そうすると、本件土地の譲渡所得が本件確定申告において税額の計算の基礎とされてい

なかったことについて国税通則法６５条４項所定の「正当な理由」があると認めることは

できないものとした原審の判断には、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反があ

る。この点に関する論旨は理由がある。しかし、事業所得の過少申告分が本件確定申告に

おいて税額の計算の基礎とされていなかったことについて「正当な理由」があると認める

ことはできないとした原審の判断は、是認することができる。この点に関する論旨は採用

することができない。そして、以上に説示したところによれば、原判決のうち本件重加算

税賦課決定中の過少申告加算税額相当分に係る部分は破棄を免れず、また、上告人の平成

２年分の所得税の修正申告により新たに納付すべきこととなった税額に係る過少申告加

算税の額が１万円となることは計算上明らかであり、原判決のうち本件過少申告加算税賦

課決定中の加算税額１万円を超える部分は破棄を免れない。上記各部分に関する上告人の

請求には理由があるから、上記各部分につき第１審判決を取り消し、上記各部分に係る請

求を認容すべきであるが、その余の上告は棄却すべきである。 

 よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。 

 

最高裁判所第一小法廷 

裁判長裁判官 横尾 和子 

【判示(3)】 
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   裁判官 甲斐中 辰夫 

   裁判官 泉 德治 

   裁判官 才口 千晴 

   裁判官 涌井 紀夫 
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当事者目録 

 

上告人        甲 

同訴訟代理人弁護士  北 武雄 

           松野 嘉貞 

           吉川 知宏 

被上告人       渋谷税務署長 佐藤 和助 

同指定代理人     貝阿彌 誠 

           中井 隆司 

           一原 友彦 

           木﨑 弘之 

           小茄子川 栄治 

           太田 晃詳 

           加島 康宏 

           藤原 典子 

           塔岡 康彦 

           下屋 和孝 

           鍋内 幸一 

           櫻井 和彦 

           伊藤 仁志 
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平成●●年（○○）第●●号 

平成●●年（○○）第●●号 過少申告加算税賦課処分取消等請求上告受理申立事件 

申立人 甲 

相手方 渋谷税務署長 

 

上告受理申立理由書 

 

平成１８年３月１４日 

 

最高裁判所御中 

 

申立人訴訟代理人 

   弁護士 北 武雄 

   弁護士 松野 嘉貞 

   弁護士 吉川 知宏 

 

第１ 本件の特質 

１ 本件上告審判決において滝井裁判官が正当に指摘するように「本件は、納税者から申告手続の委

任を受けた税理士が税務署職員をして譲渡所得に係る課税資料を廃棄させた上、納税者から受領し

ていた納税資金を領得して、譲渡所得についての申告をしなかったという特殊な事案」である。す

なわち、納税者（申立人）から申告手続の委任を受けた元税務職員の乙税理士（以下「乙税理士」

という）が、荻窪税務署の資産税担当特別国税調査官として、譲渡所得に係る所得税の賦課・減免、

課税標準の調査及び賦課に関する資料・情報の収集整理などの職務に従事していた丙（以下「丙」

という）をして、譲渡所得に係る課税資料を廃棄させた上、申立人から受領していた納税資金を領

得して、譲渡所得について申告しなかったという特殊な事案である。 

 乙税理士は当初から申告手続をする意思はなく、税務署職員である丙の関与を得て納税資金の名

下に金員を騙取する計画をしながらこれを秘し、脱税の意図が全くなく同税理士に対し正当な税額

の申告の委任をした申立人から納税資金名下に１８００万円を騙取したのである。他方申立人は譲

渡所得の納付に使われると信じて上記１８００万円を乙税理士に奪われただけでなく、修正申告に

より２５５２万７８００円を納付せざるを得なくなり、１８００万円については二重払いの憂き目

となった。その淵源をたどれば、既に原審において詳細に述べたように不動産譲渡所得税に関する

税務当局の課税システムの杜撰さにあることは否定しがたいところであり、それにつけこみ巨利を

貪る税務職員及びこれと結託している元税務署職員の税理士、これに対する監督の弛緩、捜査過程

にみられる人種的偏見、不当な取調べは黙過できないものがある。申立人は乙税理士に対し損害賠

償訴訟を提起し勝訴したものの、同税理士の無資力、無資産のため強制執行は不能となり、現在に

至っている。かような経緯をみれば実質的な加害者は国（相手方）であり、実質的な被害者は申立

人にほかならない。それにもかかわらず申立人は本件土地譲渡所得について重加算税の追い討ちを

受け、原判決により重加算税賦課決定処分は違法とされたものの、本件過少申告加算税賦課決定処

分は適法とされた。その法律的当否は以下に述べるとして、その拠って来るところは、申立人には

正当な税額を払う意思があり、すなわち脱税の意図は全くなく、乙税理士に正当な申告手続を委任
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したにもかかわらず、乙税理士は申立人から納税資金名下に騙取して全く申告手続をしなかったこ

とにある。換言すれば、乙税理士が正当な申告手続をしなかったことにあり、申立人はそのことに

ついて全く与らなかったのである。かような税理士を跋扈させたのは、国の管理の杜撰さ、弛緩に

よるものである。本件についてはかかる特質を直視した妥当な判断が必要であり、従来の裁判例を

形式的に適用するには慎重でなければならない。 

２ 原判決は、申立人は隠ぺい・仮装について乙税理士と意思連絡なく、申立人に対する本件重加算

税賦課決定処分は違法である旨正当な判断をしながら、本件過少申告加算税賦課決定処分に違法が

ないとした。しかし、原判決は、(1)国税通則法（以下「通則法」という）７０条５項の解釈を誤

り本件過少申告加算税賦課決定処分につき同項を適用し、(2)同法６５条４項所定の「正当な理由」

が存在するのに存在しないと誤認した結果、本件過少申告加算税賦課決定処分を適法とし、(3)本

件土地譲渡収入から控除すべき経費を誤って控除しないで、過少申告加算税額の算定をした違法が

ある。これらはいずれも法令の解釈に関する事項を含むものと認められるので、本申立を受理され

たい。 

 

第２ 通則法７０条５項の適用の誤り 

１ 原判決は「通則法７０条５項は、納税者本人が偽りその他の不正の行為を行った場合に限らず、

納税者から委任を受けた者が偽りその他の不正の行為を行い、これにより納税者が税額の全部又は

一部を免れた場合にも適用されるものと解すべきであるところ（本件上告審判決参照）」（１２頁）

として、申立人が偽りその他の不正の行為を行った乙税理士に申告手続を委任している以上、本件

各賦課決定処分は同条４項に規定する除斥期間（５年）経過後であっても、同条５項２号に規定す

る除斥期間（７年）内になされているから適法であるとの趣旨を判示し、乙税理士の行為が申立人

の委任の範囲を越えたものであるから、本件上告審判決の判断の拘束力は及ばないとの申立人の主

張を排斥した（１２頁～１３頁）。この点に関し申立人は、差戻し後の原審における第３準備書面

の第３（１１頁ないし１３頁）において主張をしたが、ここで再説する。 

２ 原判決が依拠した本件上告審判決はこの点について「国税通則法７０条５項の文理及び立法趣旨

にかんがみれば、同項は、納税者本人が偽りその他不正の行為を行った場合に限らず、納税者から

申告の委任を受けた者が偽りその他不正の行為を行い、これにより納税者が税額の全部又は一部を

免れた場合にも適用されるものというべきである」と判示した（３頁）。この判示を形式的に読む

限り、一旦納税者が第三者に申告を委任すれば、その第三者が委任された事項を全く申告せずこれ

により納税者が税額を免れた場合にも、通則法７０条５項が適用されるものの如く解されないでは

ない。 

３ しかし、それは本件の特質を忘れた議論である。本件上告審判決がそのように判示した根拠は「通

則法７０条５項の文理及び立法趣旨」である。そこにいう「文理」とは「偽りその他不正の行為」

の主体が限定されていないことを指し、「立法趣旨」とは偽りその他不正の行為による脱税の場合

は、発覚の遅れ、証拠隠匿、税務当局への不協力などが予想し得るため、同条１項ないし４項に定

められた期間より長期の除斥期間を設定して、厳正な調査の上、賦課徴収の適正を図ることを指す

ものと解される。 

 ところで、脱税者に対する賦課徴収を厳正にして課税の適正を図ることは、納税者間の公平を保

ち徴税秩序を維持するための当然の要請である。さりとて申立人のように、納税者としては全く脱

税の意図がなく、適正な申告をしてくれるものと信じて（現に申立人は乙税理士に納税資金として
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１８００万円を交付した後、正規の税額に不足する場合には不足分を支払う旨を告げているのであ

る）、委任した第三者が偽りその他不正の行為を行ったことにより結果として税額を免れた場合（こ

れが正に本件の特質である）、その者が納税の義務を怠ったものと断ずることは、結果だけに捉わ

れた余りにも皮相な見解であり、誤りである。同条５項の適用において偽りその他不正の行為の結

果として国税を免れる、あるいは免れているという点についての納税者の認識が必要であると解す

べきである（注１）（注２）。かように、故意に納税の義務を怠ったとは認められない納税者に対し

てまで、文理上主体が限定されていないことを理由に、また、課税の適正な名の下に、同条５項を

適用し長期間不安定な状況におくような不利益を課することは誤りであることは明らかである。 

 しかして、原判決は詳細な事実を認定した上「控訴人（申立人）が乙税理士による隠ぺい又は仮

装の行為による過少申告を容認し、乙税理士との間に意思連絡があったということはできず、また、

その余の事情も乙税理士による隠ぺい行為による譲渡所得の過少申告につき、控訴人（申立人）の

帰責事由を認めるには足りないから、控訴人（申立人）に対して本件重加算税賦課決定処分をする

ことはできないものというべきである」と正当に判示して、申立人について、乙税理士による不正

行為の容認、乙税理士との意思連絡、帰責事由のすべてを明白に否定した。 

 かように納税者である申立人が偽りその他不正の行為を行っておらず脱税の意図がないことが

明らかになった以上、通則法７０条５項の文理上偽りその他不正の行為の主体が明記されていない

ことを理由に、また、立法趣旨である課税の適正を理由に控訴人に同項を適用することは誤りであ

る。 

（注１）酒井克彦「更正・決定等の遡及要件と重加算税の賦課要件（下）」税務事例３７－１０－

６頁 

（注２）この点は納税者同視説とも関連する。後に引用する占部裕典「偽りそのた不正の行為と更

正等の期間制限」－国税通則法７０条５項の法的構造－同志社法学５６巻６号２４５頁 

４ ここで通則法７０条５項の「文理及び立法趣旨にかんがみれば」として、その適用を認めた前記

上告審判決全体を仔細に検討すると、同判決が偽りその他不正の行為の主体として、無限定に申告

の委任を受けた者を指しているものとは解せられない。同判決の基底に流れる認識は、申立人が乙

税理士による本件土地につき架空経費などの計上をするなど隠ぺい又は仮装の行為を容認し、乙税

理士との間にこの点についての意思の連絡があったことに対する強い疑いである（同判決５頁）。

そして、同判決はかかる前提の下に「被上告人（申立人）が脱税を意図し、その意図に基づいて行

動したとは認められないとした原審の認定には、経験則に違反する違法があるというべきである」

と断定し、差戻し前の原判決を破棄し差戻したのであった（注）。 

 しかし、差戻し後の原審において、申立人本人、証人Ｅ及び甲３７号証の原本（乙メモ）を調べ

ることにより、差戻し後の原判決は上記３に引用したように、申立人について、乙税理士による不

正行為の容認、乙税理士との意思連絡、帰責事由のすべてを明白に否定し、最高裁が懐いた疑点を

すべて解明した。これらの証拠調は第一審、差戻し前の原審においては全く行われておらず、おそ

らく最高裁といえどもかかる結果は予想だにしなかったであろう。そして、第一審、差戻し前の原

審においてこれらの証拠調べを行っていさえすれば、差戻し後の原判決と同じ事実認定に到達する

ことは明らかである。そうなれば、申立人について、乙税理士による不正行為の容認、乙税理士と

の意思連絡、帰責事由のすべてが明白に否定された事実を前にすれば、最高裁はいかに文理、立法

趣旨を理由としても、申立人に対し、通則法７０条５項を適用することに躊躇を感じるであろう。 

（注） 前掲酒井は、「最高裁は・・・偽りその他不正の行為が税理士によって行われているであ
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ろうことを漠然と認識しているような場合には、通則法７０条５項の適用があると理解している

ようである」として（前掲５頁）、本件上告審判決について申立人代理人と同様な認識を示して

いる。 

５ 本件に通則法７０条５項を適用すると次のような不合理が生ずる。すなわち、本件では、原判決

により申立人について、乙税理士による不正行為の容認、乙税理士との意思連絡、帰責事由のすべ

てが否定され、「控訴人（申立人）に対して本件重加算税賦課決定処分をすることはできないもの

というべきである」と判断された（３０頁）。ところが、本件では重加算税賦課決定要件は認めら

れないが、事業所得および譲渡所得の過少申告分につき過少申告加算税の賦課要件が認められ、こ

のうち事業所得に係る本件過少申告加算税賦課決定に違法はなく、譲渡所得に係る重加算税賦課決

定処分のうち過少申告加算税３７０万２０００円に相当する額を超える部分が違法とされた（３２

頁）。これによれば、申立人が課せられるのは過少申告加算税のみであるから、過少申告加算税に

ついての賦課決定は同条４項により同項所定の期限から５年以内にしなければならないものと解

すべきである。もし、同条５項所定の期限である７年以内に賦課すれば足りると解すると、過少申

告加算税賦課決定を同条４項所定の期限から５年以内にしなければならないとする規定と矛盾す

ることになるし、偽りその他不正の行為を行っておらず重加算税賦課要件のない申立人に同条５項

を適用したと同じ結果を招くことになり、それが不当であることは明白である。本件上告審判決及

び原判決のように納税者が申告を第三者に委任しその者が偽りその他不正の行為を行った場合に

同条５項が適用されると考えたとしても、納税者である申立人自身に偽りその他不正な行為がない

場合には同条５項の適用がないものと解するのが相当である（後記６（注３）参照）。従って、本

件過少加算税賦課決定は同条４項所定の期限経過後になされているものとして無効である。 

６ 最高裁昭和５１年１１月３０日（判例時報８３３－５７）（その原審東京高判昭和４９年９月３

０日（シュトイエル１５２－５６）も同旨）は「通則法７０条２項４号（現５項）は『偽りその他

不正の行為』によって国税の全部又は一部を免れた納税者がある場合、これに対して適正な課税を

行うことができるよう、同条１項各号掲記の更正又は賦課決定の除斥期間を同項の規定にかかわら

ず５年とすることを定めたものであって、『偽りその他不正の行為』によって免れた税額に相当す

る部分のみにその適用が限られるものではないと解するのが相当である」と判示していわゆる無限

定説（前記占部論文による一括延長吸収説）を採用した。 

 この判決に対する評釈は概ね賛成のものが多い。しかし、そもそも申立人は脱税の意図なく、上

記判決にいう「偽りその他不正の行為」によって国税の全部又は一部を免れた納税者ではないから、

その前提を欠き、申立人にとっては同判決の射程距離外であると解すべきである。 

 Ｖ弁護士は限定説（前記占部論文の不正所得限定延長説）の立場から上記原審である東京高裁判

決を批評し「７０条各項各号は文理的に、課税処分の内容ごとに区別していて、いわば事項別に課

税処分の期間制限を定めたものであって、『納税者別に』とは解し難いこと、国税についての更正

とは、その脱税額を徴収するための更正と解釈するのが素直な読み方である」と述べている（注１）。

また、Ｗ教授は、文理解釈としては限定説・無限定説いずれとも決定的に断定できないが、法条の

趣旨からは無限定説のほうに分があるとしつつも「限定説にも基本的な考え方に首肯できるところ

も存するから、立法論としてどうあるべきかについては今後検討する必要があろう」と述べている

のが注目される（注２）。さらに、前掲占部論文は「偽りその他不正な行為により免れた所得とそ

の余の所得を区別して更正の期間制限を設けること（不正所得限定延長説）も一つの立法政策とし

て十分ありうるところであり、そのような解釈が同上からまったく排除されていないと解する余地
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も残されていよう」と踏み込んだ見解を示している（注３）。 

（注１）「脱税があった場合の更正の期間制限等」（シュトイエル１５３－１２、特に１６頁～１７

頁）。 

（注２）「国税通則法７０条２項４号により更正する場合の更正の範囲」（判例評論２１９－２３、

特に２６頁） 

（注３）占部前掲２３５頁。同論文は引き続いて「納税者（個人）が１００億円が正当額であると

ころ、１０億円のみ確定申告（５０億円脱税額、４０億円計算ミスによる過少申告）をおこなっ

たとする。計算ミスによる４０億円は３年の更正の期間制限に服し（原則として過少申告加算税

を賦課）、偽りその他不正な行為による５０億円は７年の更正の期間制限に服する（隠ぺい又は

仮装であれば重加算税を賦課）という解釈も現行法のもとで可能であるともいえよう」として申

立代理人と同旨の見解を示している。 

７ 原判決中「通則法７０条５項は同条４項所定の除斥期間の例外を規定したもので、偽りその他の

不正な行為による申告行為等、課税当局の発見、調査が妨げられるような事情があった場合に、そ

の例外を規定するものであって、これは偽りその他の不正な行為をした者への制裁を目的としたも

のではない」との判示は、同法７０条５項の立法趣旨である課税の適正に触れたもので特に異論は

ない。しかし、「したがって、納税者、その補助者又は代理人であっても、納税者の納税義務の確

定手続において客観的に『偽りその他の不正な行為により全部又は一部の税額を免れ』たとの事実

がある場合には納税者自身が具体的な偽りその他の不正な行為を意図し、又は指示したか否かを問

うことなく、同条５項が適用されるべきであ」るとの判示には異論がある。確かに除斥期間が時的

限界を画するものであり、それゆえに客観的な判断を要するとはいえ、全くの補助者とか委任者と

意思を通じている場合はともかく、既に３で述べたことの繰返しであるが、申立人のように全く脱

税の意図がなく、適正な申告をしてくれるものと信じて委任した第三者が偽りその他の不正の行為

を行ったことにより、結果として税額を免れた納税者に同条５項を適用することは不合理といわざ

るを得ない（注）。同条が納税者に対する制裁を目的としたものでないとしても、自ら関わりのな

い偽りその他の不正の行為により長期の除斥期間の適用を受けるのは、脱税の意図のない納税者に

不利益を与えるものである。 

（注） 前掲占部論文２４５頁は「税理士と申告の委任を受けた納税者との関係において従業員等

による隠ぺい又は仮装による行為とは区別して論ずる必要があろう」として佐藤英明「納税者以

外のものによる隠ぺい又は仮装と重加算税」（総合税制研究４号７９頁）のうち「受任者が税理

士・公認会計士及び弁護士である場合に、一般論としての受任者を監視・監督する能力は納税者

本人にはないと解すべきであるし、そこに高度の義務を求めることも不適当であろう」の一文を

引用している。狡猾な乙税理士に委任した税務に全く暗い申立人にまさに当てはまるものである。 

８ 原判決が本件に通則法７０条５項を適用したのは本件上告審判決の判断に従ったもので、審級制

度を前提とする以上やむをえないものがある。しかし、差戻し後の原審における詳細な証拠調べの

結果、最高裁が疑念を懐いた申立人による乙税理士の不正行為の容認、同税理士との意思の連絡な

どが否定された以上、その「文理と立法趣旨」の原点に立ち返り、かつ本件の特質を直視し、前記

上告審判決に捉われることなく、申立人に対し通則法７０条５項を適用すべきか否かについてご判

断をいただきたい。 

 

第３ 過少申告についての「正当な理由」（通則法６５条４項） 
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１ 原判決は、乙税理士の行為は控訴人（申立人）との委任契約の履行上の問題として解決すべきも

のであり、かつ、控訴人（申立人）が税務署職員による調査結果を十分理解できないまま、本件修

正申告に及んだとまでは認められないから、正当な理由（通則法６５条４項）が存在するとは認め

られない、と判断した。 

 しかし、原判決の上記判断は、通則法６５条４項の解釈適用を誤った違法がある。 

２ 税務署職員と税理士の共謀による脱税行為と正当な理由の存否について 

(1) 仮に正当な理由（通則法６５条４項）の立証責任が納税者にあるとしても、本件においては

以下のとおり、申立人（納税者）によって正当な理由の存在が立証されている。 

(2) 原判決の認定によれば、事績書等の課税資料は、納税義務者が転居したときは、転居先の所

轄税務署に送付されるが、その授受を確認する手続はとられておらず、課税資料の送付を受けた

税務署において、これに基づいて譲渡者名簿が作成される前に課税資料が隠匿され、又は廃棄さ

れると、譲渡所得の発生が事実上把握されないシステムであったところ、元税務職員であった乙

税理士は、昭和４４年ないし４５年ころから長年にわたり、受任した納税義務者について虚偽の

転居通知をし、送付を受けた税務署の署員に課税資料を廃棄させ、当該納税義務者の譲渡所得税

を申告しない方法による脱税を実行し、昭和４９年ころからは丙税務署員と共謀して脱税をし、

依頼者から預かった納税資金等を納税に使用することなく、その全額を領得し、共犯である丙税

務署員に報酬金を支払っていた（原判決１８頁）。 

 そして、申立人は、このような事情を全く知らなかったところ、平成３年２月下旬ころ、乙税

理士に本件土地の譲渡所得税の申告について相談したうえ、同３月６日、乙税理士に対し、税務

代理報酬５万円を支払い、納税資金として１８００万円を交付し、委任状を作成交付し、さらに

必要資料等を送付して、平成２年分の確定申告を依頼したが、その際、乙税理士から１８００万

円で納税資金が不足する場合は、また請求すると言われており、申立人も不足する場合は追加し

て支払う旨を伝えていた（原判決２３頁）。 

 また、申告期限後、申立人は、納税予定額１８００万円で不足がないか心配し、妻を通じて乙

税理士に確認させ、乙税理士から申告手続が無事完了し追加納付分はないとの返事を得て安心し

ていた（原判決２４頁）。 

 申立人が、事績書廃棄の方法による脱税を想定していなかったことは勿論、乙税理士は、自己

に委任すれば、適法に多大の節税効果を得ることができる旨の説得をしたものであって、不正な

手段による税額の圧縮を仄めかしたことを窺わせる証拠もない（原判決２６頁）。 

 それ故、申立人が乙税理士による隠ぺい又は仮装の行為による過少申告を容認し、乙税理士と

の間に意思の連絡があったということはできないとしている（原判決３０頁）。 

(3) 要するに、原判決の認定した事実は、現役の税務署員が税理士と共謀し、課税資料送付にか

かるシステム上の欠陥を奇貨とした脱税行為をして多額の報酬を得ていたところ、事情を全く知

らない申立人が騙されて納税資金を領得されたうえ、その意思に反して過少申告をされてしまっ

た、ということである。 

 この本件過少申告の要因を、税務署側と納税者側の二つの側面から分けて考察してみよう。 

 税務署側の要因としては、課税資料送付にかかるシステムの欠陥と、この欠陥を知っていて悪

用した税務署員及び元税務署員であった税理士があげられる。そもそも本件過少申告を作出した

根本原因は、税務署における課税資料確認システムの欠陥であるが、これは簡単な税務署間の授

受確認（月１回の電話ないしファクシミリ等で足りる程度の簡単なものである）を怠ったという
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いわば税務署側の重大な過失に基づいて発生したものである。そして、これを熟知して悪用した

のは現役の税務署員と元税務署員の税理士である。すなわち、税務署側には、客観面（システム）

においても、主観面（税務署員による悪用）においても、本件過少申告を作出した重大な責任が

ある。 

 他方、納税者側の要因としては、乙税理士に委任したことがあげられる。しかし、上記(2)の

とおり、申立人は、何ら乙税理士に不正の意図があるとは考えず、適法な節税効果のみを期待し

て委任したのであり、過少申告については一切容認をしていない。 

 とすれば、本件過少申告において、もっぱら責任を負担すべきは税務署側である。 

 そして、「正当な理由」（通則法６５条４項）は、税務署側に過少申告の主要因があり、納税者

に帰責事由がない場合に、結果として過少申告となった場合であっても、当該部分には過少申告

加算税を課さないこととした趣旨の規定である。それ故、所得税基本通達（昭和２６年１月１日

直所１－１。旧通達）では「税法の解釈に関して、申告当時に公表されていた見解が、その後改

変されたため修正申告をなし、又は更正を受けるに至った場合」のほか「真にやむを得ない事由

があると認められる場合」に正当な理由があるとされていたのであるし、「申告所得税の過少申

告加算税及び無申告加算税の取扱いについて（事務運営指針）」（平成１２年７月３日課所４－１

６ほか）では「税法の解釈に関し、申告書提出後新たに法令解釈が明確化されたため、その法令

解釈と納税者の解釈とが異なることとなった場合において、その納税者の解釈について相当の理

由があると認められること」や「確定申告の納税相談等において、納税者から十分な資料の提出

等があったにもかかわらず、税務職員等が納税者に対して誤った指導を行い、納税者がその指導

に従ったことにより過少申告となった場合で、かつ、納税者がその指導を信じたことについてや

むを得ないと認められる事情があること」を正当な理由の具体例としているのである。 

 したがって、本件過少申告のように、もっぱらその原因を税務署側が作出し、納税者に何らの

過少申告の意思もない場合は、まさしく正当な理由がある場合に該当するというべきである。 

 とりわけ、本件では、申立人が本件譲渡所得等に関する全ての資料を開示していること、委任

を受けた乙税理士が元税務職員であるというだけではなく、現役の税務職員と共謀しており、実

際にこの税務職員（丙）が申立人の課税資料たる事績書を廃棄するという本件脱税における最も

重要な実行行為を担当していること、かかる脱税は税務署の重大なシステム上の欠陥に起因して

いること等に鑑みれば、上記「確定申告の納税相談等において、納税者から十分な資料の提出等

があったにもかかわらず、税務職員等が納税者に対して誤った指導を行い、納税者がその指導に

従ったことにより過少申告となった場合で、かつ、納税者がその指導を信じたことについてやむ

を得ないと認められる事情があること」と極めて類似していると評価することができる。 

(4) この点に関し、原判決は、乙税理士の行為は控訴人（申立人）との委任契約の履行上の問題

として解決すべきであるとか、被控訴人（相手方）の落ち度をいう論旨は、乙税理士との委任契

約上の問題を被控訴人（相手方）にすり替えるものというべきである、などと判示する。 

 しかし、原判決は、上記(3)記載のような本件過少申告が発生した根本的な要因、すなわち税

務署において少し注意すればたいした負担もなく実施できたであろう課税資料送付の際の授受

確認の懈怠を軽視しているうえ、丙税務署員が事績書廃棄という最も重要な実行行為を行ってい

るという事実を看過しており、不当である。本件は、丙税務職員と乙税理士の共謀共同正犯であ

る。しかも、丙税務職員は重大な実行行為を担当しているうえ、申立人の預けた「納税資金」の

一部を領得している。 
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 このように本件過少申告において、税務署側の落ち度は著しい。にもかかわらず、本件過少申

告を申立人と乙税理士の委任契約の問題とする原判決は、本件の全体像を見失っているものであ

り、それこそ税務署側の落ち度を乙税理士と申立人の委任契約の問題にすり替えるものであって、

理解しがたいこと甚だしい。 

 

第４ 過少申告加算税の計算の誤り 

１ 原判決は、本件の事実経過について、次のとおり、詳細な事実を認定している。 

(1) 申立人は、友人のＮの紹介により、「昭和６２年１０月に本件土地を６８３６万５０００円で

購入し、その資金は、株式会社Ｏ銀行から５０００万円の融資を受け、台湾在住の父Ｐ及び姪か

ら合計１４８０万円の借入れをした」ほかは自己資金によった（原判決１６頁）。 

(2) 申立人は、「平成２年９月５日、Ｆの仲介で本件土地を１億３０００万円で株式会社Ｂに譲渡

し（甲２６）、同月１９日には代金決済のうえ移転登記を了し（乙８）、同年１２月３０日にはＦ

に仲介手数料３９６万円を支払った（甲２７）。なお、控訴人（申立人）は、上記Ｏ銀行からの

融資については昭和６２年１０月２３日から平成２年９月１９日までの利息として７５６万７

４６６円を支払い（乙８）、また親族２名からの借入金１４８０万円については昭和６２年１０

月１日から平成２年１０月１日までの利息として合計３７７万４０００円を支払い（甲２９ない

し３４の各１・２）、支払った借入利息は合計１１３４万１４６６円になる」（原判決１７頁～１

８頁）。 

(3) 「本件事実関係の下においては、控訴人（申立人）の平成２年度所得税について、事業所得

及び譲渡所得の過少申告分につき、過少申告加算税の賦課要件が存するというべきである。」 

 そして、以下の計算のとおり、事業所得に係る本件過少申告加算税賦課決定に違法はなく、「譲

渡所得に係る本件重加算税賦課決定処分のうち過少申告加算税額３７０万２０００円に相当す

る額を超えない部分には、違法がない」こととなる（原判決３２頁～３３頁、別紙１）と判示す

る。 

２ ところで、本件譲渡所得はいくらで、その所得に対する譲渡所得税額はいくらになるのかの審理

と計算が原判決では欠如している。しかしながら、申立人は、差戻し前の控訴審においても、本件

上告審においても、さらに差戻し後の原審においても、これらの点について、次のとおり、主張と

立証をつくしている。 

(1) 譲渡内容についてのお尋ね（甲８号証）及び修正申告書（乙１０号証）は、申立人が、検討

の時間をもらいたい旨の申出をしたにも拘らず、税務担当係官が下書をしたものをそのまま写し

て提出するようその場で強制されたものであり、その内容に誤りがある。それにもかかわらず、

その誤りが原判決でも看過されている。 

(2) 申立人は、すでに平成１３年７月２７日付控訴人第２準備書面１１頁において、「重加算税と

過少申告加算税の対象所得については、重加算税については零(0)、過少申告加算税対象所得に

ついては０ないし７，１７４，７００円と主張する。けだし、本件の事件の特別の経過と社会的

背景や課税要件、証拠（特に甲１～３）、数々の判例、学説等に鑑みて当然の帰結といえる。」と

主張した。 

(3) 申立人は、平成１６年１２月１７日、差戻し前の最高裁第２小法廷において、本件では、特

に「不動産譲渡所得計算上の必要経費の認容」の必要性を強く陳述ずみである。更に、申立人は、

同年同月６日付の答弁書２３頁～２４頁において、「本件の特別な事件の経緯から、相手方の損
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害は、所得税本税の二重負担増１８００万円、延滞税１２７４万８４００円、都民税と延滞金１

３２８万３１００円等を合計すると４４０３万１５００円となっている。」旨主張ずみである。 

(4) 最高裁から差戻し後の原審においても、申立人は、平成１７年５月１６日付控訴人第２準備

書面１３頁において、本件メモによれば、「譲渡所得の計算上必要経費として控除すべき 

① 本件土地購入のためのＯ銀行生田支店からの借入債務に対する昭和６２年１０月２３日か

ら平成２年９月１９日までの支払利息７５６万７４６６円（乙８添付の資料２の３） 

② 父Ｐからの借入金８８０万円に対する昭和６３年１０月１日から平成２年１０月１日の支

払利息２２４万４０００円（甲２９ないし３１） 

③ Ｕからの借入金６００万円に対する同期間の支払利息１５３万円（甲３２ないし３４） 

④ 不動産取得税３４万８０００円（甲８） 

⑤ 登記費用７９万４０００円（甲８） 

 以上合計１２４８万３４６６円があるのにこれを控除していない。」と主張した。 

３ 上記１の認定事実と上記２の主張等を基礎に、過少申告加算税の計算の基礎となった本件譲渡所

得とそれに見合う譲渡所得税の再計算を行えば、次のとおりとなる。 

(1) 甲８、９及び１６号証によれば、前記２の(1)で記述された修正申告書に表記された本件譲渡

所得金額は４８，８２２，９３４円である。 

(2) 甲８号証に表記された取得費（譲渡経費）は７７，０９５，４６６円で、その中にＯ銀行生

田支店への支払利息７，５６７，４６６円は含まれているが、前記１の(2)で認定されたＰとＵ

への支払利息３７７万４０００円が計算上控除されていない。 

(3) 甲３７号証で原判決の別紙２に表記された本件土地の購入時のＮへの「差引勘定」による支

払手数料２０７万円（原判決１６頁～１７頁）も計算上控除されていない。 

(4) 甲３７号証で原判決の別紙２に表記された草刈費用６０万円も土地の管理費として現実に支

出された（甲３６号証）のに計算上控除されていない。 

(5) 上記(2)から(4)までの未控除の譲渡経費の合計額は６４４万４０００円となる。 

(6) 従って、上記(2)の取得費の７７，０９５，４６６円に上記(5)の６４４万４０００円を加算

した８３５３万９４６６円が本件の正しい譲渡経費である。 

(7) 上記(6)の正しい譲渡経費と誤った取得費（譲渡経費）との差額の６４４万４０００円に税率

４０％を掛けた２５７万７６００円が譲渡所得に見合う税額として控除されなければ、正しい税

額計算とはならない。 

(8) 従って、２５７万７６００円を２５２８万円（原判決３２頁）から控除した２２７０万円に

１００分の１０の割合を乗じて算出した金額２２７万円と、２３７０万円（原判決３２頁）から

２５７万７６００円を控除した２１１２万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額１０

５万６０００円との合計額３３２万６０００円から本件過少申告加算税賦課決定処分に係る税

額１万１０００円を控除すると３３１万５０００円となる。 

(9) 以上により、正しい譲渡所得を含む所得税額は２５７万７６００円が職権で「減額更正」を

されなければならず、また、原判決の３２頁の「３７０万２０００円は３３１万５０００円」と

訂正されなければならない。 

４ 前記３の考えと計算を基礎に、前記２の(2)の主張を加味して、再々計算すれば、最終的には、

次のとおりとなる。 

(1) 上記３の(6)により算出された正しい譲渡経費８３５３万９４６６円を本件譲渡収入１億３
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０００万円から控除すると譲渡所得金額は４６４６万５３４円となる。 

(2) 上記(1)の４６４６万５３４円に税率４０％を乗じて得た譲渡所得税額１８５８万４０００

円から、乙元税理士に詐取された前記第３の２の(2)で記述の１８００万円を控除すると、５８

万４０００円となる。 

(3) 上記(2)で得た５８万４０００円に国税通則法６５条１項の１００分の１０の割合を乗じて

出た５万８４００円が納付すべき過少申告加算額となる。 

(4) 以上により、正しい譲渡所得を含む所得税額は５８万４０００円となり、この金額まで所得

税額は職権で「減額更正」され、還付されなければならず、また、原判決の３２頁の「３７０万

２０００円は５万８４００円」と訂正されなければならない。 

５ 更に前記２の(3)で述べた延滞税１２７４万円等（甲２４）については正しい税額を再計算の上、

減額の通知が課税当局である相手方からなされなければならず、また、それらを基礎として平成１

５年１月２７日に行われた「乙元税理士に対する損害賠償金の支払い請求権に対する差押」は、国

税通則法６３条（延滞税の免除）及び国税徴収法７９条の規定により、解除する手続が行われなけ

ればならない。 

６ 前述の申立人の受けた莫大な被害等を補填する手段は、老齢の申立人には何も残されていない。

前記第１の１及び第３の２で詳述した如く、犯罪被害者の立場にありながら全くの補償も受けてい

ない。司法当局である裁判所が乙元税理士から没収した７０００万円の罰金（平成１０年７月２１

日付東京地方裁判所判決参照）の中から前記５の２０８０万円（平成１１年２月４日付東京地方裁

判所民事３５部判決参照）相当額の補償金を申立人に対して支出するのが犯罪被害者等の保護を図

るための刑事手続に付随する措置に関する法律の精神である。 

 

第５ 結び 

１ 申立人の経歴、業績については、甲７記載のとおりである。申立人は、１９２８年９月３０日生

まれで（７７歳）、Ｇ大学卒業後、Ｈ大学教育学部卒、Ｉ大学院教育学研究科教育社会学修士課程・

同博士課程終了、Ｉ大学より教育学博士を授与され、日本国内の６大学の教授又は講師を歴任し、

主要担当科目は教育社会学、アジアの文化と社会、アジアと日本、教育哲学であり、研究分野は社

会学比較論、アジア教育史論、教育社会学である。また、日華親善をモットーにしている無類の親

日家であるとともに人格者である。最近は台湾で日本国内において発行された日本語の文献を集め

た図書館を設立した。かように教育学関係の学問を専攻し、日本の幾つかの大学及び大学院を終了

し、大学で研究し教鞭をとるとともにアジアの文化交流に貢献した。 

２ 反面学究の徒にありがちのように、申立人は税務、法律には疎く、税理士に騙され、税務署や検

察庁さらに裁判所の法廷において十分主張をすることもできず、平成９年１２月１９日本件重加算

税賦課決定を受けて以来、８年以上脱税者の汚名を着せられながら、これを雪ぐべく本件のほか、

国を被告として損害賠償請求訴訟及び不当利得返還請求訴訟等を提起した。このうち損害賠償請求

訴訟及び不当利得返還請求訴訟は残念ながらいずれも敗訴となった。しかし、紆余曲折を経てよう

やく本件のうちメインである重加算税賦課決定処分が原判決により取消され、相手方も上告申立を

せず今日に至っている。かように申立人が全く隠ぺい・仮装をした事実はなく、また、偽りその他

の不正の行為もした事実がないことが明らかにされたのであるが、譲渡所得に係る過少申告加算税

の賦課要件が認められるとされて、３７０万２０００円に相当する額を超える部分が違法とされた

に過ぎなかった。しかし、そもそも乙税理士が申立人から委任されたように本件土地譲渡所得を正
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当に申告していさえすればこのような過少申告加算税賦課の問題や不当利得返還請求訴訟も起こ

り得なかったのである。申立人は本件土地譲渡所得について修正申告により本税は納めている。そ

れで十分に納税の義務を果たしたものということができる。繰り返して強調したいことは、税務当

局（国）の課税態勢に対する管理の杜撰さ、職員・税理士に対する監督の弛緩が本件の直接の原因

といって過言ではない。実質的な加害者は国であり、実質的な被害者は申立人にほかならないので

ある。 

３ 前記のような経歴、業績、高邁な人格を有する申立人が悪徳税理士乙と意思を通じて脱税をする

ということは、考えられないところであるのに、長年にわたりその疑いをかけられ、これを晴らす

ために前記のような訴訟を提起せざるをえなかった。それに要した裁判費用は１０００万円を下ら

ない。のみならずようやくその疑いが晴らされたとはいえ、その間に被った精神的損害ははかり知

れないものがある。 

４ 以上の事情を勘案され、ご判決をたまわりたい。 

以上 


